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自己紹介
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バイオマスの専門コンサルとして全国各地の取組を支援、

業界的な普及・人材育成等、省庁の業務にも携わる。

（株）バイオマスアグリゲーション 代表取締役

（株）エネルギーエージェンシーつしま 代表取締役

（株）こほくエナジー 代表取締役

（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会 理事

• 大学院時代にバイオマスエネルギーと出合い、福島県南相馬

市（旧原町市）に入り込み、環境調和のまちづくりに携わる。

• 日本で一番森林を持っている大手に入社するも、将来設計が

描けずコンサルに転職し、地道に修行。

• 自分の意志を貫くため、2014年に㈱バイオマスアグリゲー

ションを設立。

• より実践的な取組を展開するため地方移転を計画し、2017

年に長浜市木之本町に家族で移住。

• コンサルに留まらず、地域エネルギー会社の立上げ、運営の

実践にもチャレンジ。

経 歴

久木 裕（くき ゆう） 1978年生まれ 東京都出身



薪

チップ

木質ペレット

出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会資料

木質バイオマスとは
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資金

化石燃料

雇用創出

バイオマス原燃料供給
・施設建設・事業運営

地場産業振興

ライフスタ イル転換

域内経済循環創出

域外資金流出抑制

経済の外部依存度低減

森林の多面的機能向上

地域レジリエンス強化

コミ ュニテ ィ醸成

バイオマスは地域の経済振興、自然再生、国土保全など、
地方創生・地域レジリエンスの強化にも効果が発揮できる！

高いポテンシャルを秘めるバイオエネルギー



スキームづくりが重要

木質資源のエネルギー利用の内発的な取り組みを通じて、
地域内の「ヒト」「モノ」「カネ」「エネルギー」の新たな流れをい
かに生み出すことができるか
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森林の持続的管理・木材のカスケード利用が大原則

出典：「平成27年版森林・林業白書」

6



木質バイオマス発電所の稼働・認定状況
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⚫ FITで全国にバイオマス発電所の建設が急速に拡大。（導入288件、認定523件
※2024年3月の情報）。導入量の拡大には効果を発揮したFITだが、燃料の安定調達、エ
ネルギー効率、持続可能性など課題も。

⚫ 海岸線上の大規模発電所は地域にどれだけメリットを生み出すのか。
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氷河の融解、
海面上昇

木材自給率の回復とFIT制度

出典：林野庁 令和６年度森林・林業白書

FIT制度施行

２０１２年

国産材の供給量は20年より倍増の3,444万m3、自給率も19％から43％まで回復。

木材利用の政策とFIT制度による燃料材利用が大きく下支え。



9

バイオマス発電により燃料材需要が急拡大

出典：JWBA ライフサイクルGHG排出量の規定値の見直しと
改正クリーンウッド法での河川内樹木の取扱い（2025年3月）

https://www.env.go.jp/content/000296675.pdf



ひっ迫するバイオマス燃料・発電所の停止
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出典：ＮＨＫＷＥＢ

※LCA：ライフサイクルアセスメント

出典：日刊木材新聞社ＷＥＢサイト

出典：信濃毎日新聞デジタル
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木質バイオマス発電導入容量の推移

出典：一般社団法人日本木質バイオマスエネルギー協会「木質バイオマスエネルギーデータブック2025」

2030年目標：6～7GW



• アメリカメリーランド州の世界最大手ペレットメーカー
「Enviva」は2024年3月12日に破産を申請

• Envivaは各州で 10 か所の木質ペレット工場を運営し、
総生産能力は約 500 万トン

• Envivaは2015年に上場、2022年以降株価が急落

• 米国内より英国、EU、日本のバイオマス発電所、石
炭混焼用に輸出

• 日本の商社等も大量に輸入しているため、FIT発電所
の経営に大きな影響

世界最大手ペレットメーカーの「Enviva」倒産
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https://www.forstpraxis.de/weltgroesster-pellethersteller-enviva-insolvent-22828

https://news.mongabay.com/2024/04/enviva-bankruptcy-fallout-ripples-through-biomass-industry-u-s-and-eu/
https://news.mongabay.com/2023/11/enviva-the-worlds-largest-biomass-energy-company-is-near-collapse/

＜倒産の原因は＞

〇原生林の伐採による環境影響・持続可能性

〇工場周辺の環境問題・健康被害

（騒音、粉塵、大気汚染等）

〇カーボンスチール製の工場設備の腐食

〇木材調達費・設備メンテ費のコスト上昇
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輸入材の燃料高騰による発電事業の停止

＜鈴川エネルギーセンター＞

〇発電所規模：85,400㎾

〇所在地：静岡県富士市

〇燃料種：輸入木質ペレット、A重油

〇輸入元：米 ENVIVA社

輸入材の高騰による負債総額535億円



バイオマス発電の持続可能性
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出典：経済産業省資料

⚫ 燃料種や原産地によっては、バイオマス由来の電気の方がLNG由来の電気
よりもライフサイクルでのCO2排出量が大きい。

⚫ 森林による吸収も含めて持続可能なバイオマス発電か否か、社会的価値に
対する見極めも重要。
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氷河の融解、
海面上昇

発電所のライフサイクルGHG算定の算定・認証

出典：一般社団法人日本木質バイオマスエネルギー協会
「発電利用に供する木質バイオマスの証明のための ガイドライン」の運用に
関する実態調査 成果報告書 （2025年3月）



FIP制度への移行
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出典：資源エネルギー庁 調達価格等算定委員会資料（2025年1月）
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FIP移行認定の状況

出典：経済産業省 第95回調達価格等算定委員会資料「国内外の再生可能エネルギーの現状と今年度の調達価格等算定委員会の論点案」
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小型CHP（熱電併給）への期待と実際

⚫ FITの小規模枠（2MW未満・40円/kWh）が創設され、小型CHPへの期待が高
まっている。

⚫ 特にガス化発電は40kW程度の極小規模のものからあり、30％の高い発電

効率に加え、排熱の利用も可能なため魅力的な技術である。欧州では普及
も進んでいる実態もある。
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バイオマス発電の事業化要件

⚫ ガス化発電（チップ）の場合、たとえば発電出力450kW（送電端）規模で原料の必要量
は年間6,500t（50％W.B.換算）、採算を確保するには発生する熱を70％程度利用・売
熱（約50％は自前の燃料用チップの乾燥に利用）することが必要。投資規模は5.5億
円程度に抑える。

ガス化発電（一例として） 蒸気タービン

発電出力 450kW 5,000kW

発電効率 20～35％ 20～25％

必要燃料の規模 6,500t/年（丸太換算1万m3） 70,000t/年（丸太換算10万m3）

燃料仕様 高品質乾燥チップ（15％W.B.以下） 生チップ・枝葉・バーク

排熱媒体 温水（80～90℃） 低温水（30～40℃）、抽気で蒸気利
用も可能だが発電効率低下

熱利用規模 排熱の70％程度を売熱 FITなら熱収入無しで採算確保

技術熟度 商用あり（実証機レベルも多い） 商用

資格者選任 不要 必要

特筆する留意点 機器選定・燃料品質安定化
実績ベースでの設備利用率

燃料の安定的集荷

※W.B.：質量基準の水分率
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小型CHP（熱電併給）の実際

✓ 「年間7,500h運転」といったうたい文句に注意

✓ 稼働時間・稼働率ではなく「設備利用率」（定格出力でフル操業した場合
の発電量を100％として実際に発電した量の割合）

✓ 海外製品＝優れた技術ではない

✓ バラ色の収支計画に騙されない

⚫ 日本でも導入が進んでいるが、投資回収は容易でない。

⚫ ガス化は国内でも大手、中小20社程が開発に着手したが、大半が稼働を停止し、開
発も断念。

⚫ 取組の先行するドイツやオーストリアでも商用レベルに達したメーカーは２、３社と言
われていた。（2016年時点、ドイツバイオマス研究センター、C.A.R.M.E.N.ヒアリング情
報）最近は各社が開発を促進。

⚫ 「導入数」、「連続運転実績」、「年間設備利用率」、「長期のメンテ費」等の実績をまず
は確認。商用機で少なくとも1年の安定稼働を立証した設備を選定。

⚫ メーカー・ベンダーの国内でのフォローアップ体制（トラブル時の迅速な対応、パーツ
等の支給体制、エンジニアリング能力、企業の体力・与信力等）も確認。

⚫ ガス化はシビアな燃料規格（水分、形状、灰分）の地域での規格対応と採算ベースの
燃料価格水準を確認。



小型CHP（熱電併給）の実際
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出典：経済産業省 調達価格等算定委員会
令和７年２月３日資料

木質等バイオマス発電の設備利用率

旧＜燃料種別・規模別設備利用率＞
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氷河の融解、
海面上昇

２MW未満案件でも撤退が

三井物産主導の発電所（ガス化発電
システム採用・1815kW）が燃料材
高騰で経営破綻

新宮フォレストエナジー（ガス化発電シ
ステム採用・1800kW）が燃料材高
騰、設備トラブル等による発電量伸び
い悩みで経営破綻
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バイオマスはカーボンニュートラル（炭素中立）か

⚫ 2021年に欧州員会が発行したレポートの中で「森林バイオマス燃料はカーボンニュートラルでは
ない」といった記載をはじめ、研究者やNGO等の間で、森林バイオマスは「カーボンニュートラル
ではない」といった世界的な論争が広がった。

⚫ 木質バイオマスは燃焼の際にCO2が排出されるが、植物は成長過程でCO2を吸収し、カーボ
ンニュートラルとされてきた。しかし大規模なバイオマス発電が推進されることで森林減少や土地
利用変化が伴うような場合、回復に時間を要し、大気中のCO2増加に寄与することになる。

⚫ 自然エネルギー財団「バイオマス炭素サイクルの気候中立性」では、これを前提の置き方で異な
る、「やっかいな問題」として、議論のポイントを以下のように整理している。

✓ 森林・林業・木材産業システム全体として考えること

✓ 地域の実態の理解にも続いた政策・制度を整えること

✓ 企業の情報開示を促してくこと

⚫ IPCCの第6次評価報告書の中では、木材
の利用も含めた森林・林業・木材セクター全
体で気候変動対策効果を最大化させること
が必要と結論付けていて、日本の林野庁も
米国農務省の図を引用して同様の主張を
行っている。

引用：自然エネルギー財団「バイオマス炭素サイクルの気候中立性」

森林・林業・木材セクター全体の気候変動対策効果
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FIT収束後の動向と注目トピック

①FIT・FIPによる新規認定は収束方向

⚫ 未稼働案件の動向は要チェック

②調達期間終了後の政府の支援の在り方・出口戦略が焦点

⚫ リパワリングに対する支援、支援対象など

③Non-FIT型の事業化が始動しつつある

⚫ 補助金×廃棄物計燃料の組み合わせ

④SAF（バイオジェット燃料）など新分野への展開

⚫ 林地残材等の地域資源を活用した航空燃料サプライチェーン構築も視野

⑤熱利用の推進

⚫ 産業用プロセス熱、地域熱供給、小型バイオマスボイラの展開が開けるか

⑥本当のサステナビリティ”が問われる時代へ

⚫ 単なる脱炭素だけでなく、「ビジョン」「方向性」「エビデンス（GHG算定・LCA等）」の整合
性が求められる



バイオマスは熱利用がメイン
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発電

エネルギー効率
20～30％

熱電併給
(CHP)

エネルギー効率
60～70％

熱利用

エネルギー効率

90％

◼ エネルギー効率

◼ バイオマスの利用規模感

◼ エネルギー総出力イメージ

丸太m3換算で

数100～
数1,000m3

丸太m3換算で

500～
30,000m3

丸太m3換算で

70,000m3

木の持つ総エネルギー
量を100%とした場合に…

100ｋW 1,000ｋW
5,000ｋW



熱利用中心に発展してきた欧州のバイオマスエネルギー利用

26

バイオマス発電 輸送用燃料

バイオマス熱利用-.その他

バイオマス熱利用-地域熱供給 バイオマス熱利用-住宅

バイオマス熱利用-産業バイオマス熱利用-.商業及び公共サービス

石油換算（ktoe）

2005年以降のEU27か国における最終エネルギー消費量に
おけるバイオエネルギーの推移（単位：ktoe)

熱利用

バイオ燃料

発電

発電（実績） 発電（見通し）

バイオ燃料（実
績）

バイオ燃料（見
通し）

熱利用（実
績）

熱利用（見通
し）

• EUでは今後もバイオマスエネルギーの利用が増加、特に熱利用の増加が顕著と予測
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日本も熱分野の対策が課題

約7割が熱



産業熱のシフトはバイオマスが優位
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出典：資源エネルギー庁HP



GX推進法
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出典：経済産業省「ＧＸ実現に向けた排出量取引制度の検討に 資する法的課題研究会の趣旨等について」

（2024年5月17日）



GX‐ETS（GXリーグ排出量取引制度）

31

2026年から一定以上の排出事業者から本格運用開始



バイオマス熱利用はコスト的にも有利

32

• 発熱量当たりの燃料価格は化石燃料よりも大幅に安い

• イニシャルが化石よりも高いが長期的に回収可能

• 化石燃料と異なり価格が安定
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円/kWh



乱高下する化石燃料価格
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出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2023」
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※図中の価格の数字はWTIの数字

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/energyissue2023_1.html

石油・LNG・石炭の価格推移 国際原油価格の推移



様々なサイトで利用されるバイオマスボイラ
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出典：林野庁「木質バイオマス
熱利用・熱電併給事例集」

温浴施設・宿泊施設・病院・福祉施設・養殖工場・工業団地 等



バイオマスボイラのシステム
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蓄熱タンク

サイロ ボイラ建屋

ボイラ



バイオマスボイラのシステム
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チップ

ボイラ建屋 サイロ

投入口



バイオマスボイラのシステム

37

積算熱量計

蓄熱タンク ボイラ

熱導管



高性能で利便性も高い最近のバイオマスボイラ

⚫ コンピューターによる自動制御
⚫ ラムダセンサによるきめ細かな燃焼制御
⚫ 非常に高いボイラ効率
⚫ 日々のクリーニング等も自動で、

⚫ 一定規模・条件以下は有資格者の選任
が必要ない

⚫ ユニットのため設置性が良好

出典：ETA社カタログ
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※ラムダセンサ：酸素濃度を測定するセンサ



ポイントはバッファタンク

引用：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会
「木質バイオマスエネルギー地域実践家育成研修会」

出典：ETA社カタログ
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地域森林資源を活用した小規模分散型エネルギー利用
（北海道下川町）

出典：林野庁 木質バイオマス熱利用・熱電併給事例集
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出典：下川町再生可能エネルギー導入促進ロードマップ
（（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会
「地域主導による木質バイオマス熱利用におけるESCO型事業」 報告書）



木質バイオマス熱エネルギーサービスの国内先進事例
紫波町（岩手県紫波郡紫波町）

41©2021 Biomass Aggregation Co.,Ltd.



産業部門におけるバイオマスボイラ導入
（長野県大町市）
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出典：サントリーホールディングス株式会社 WEBサイト



民間の協同組合が行う産業団地でのバイオマス熱供給
（三重県松阪市）

出典：林野庁 木質バイオマス熱利用・熱電併給事例集
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地域におけるバイオマス熱利用の進め方

44

地域構想検討
（マクロ計画）

個別事業計画
・FS調査

発注・
設計・建設

事業運営

フェーズⅠ フェーズⅡ フェーズⅢ フェーズⅣ

地域構想・計画
◆ ビジョン・コンセプト
◆ 事業主体・実施体制
◆ 展開する事業モデル概略
◆ サプライチェーン
◆ エネルギー需要規模・想定施設
◆ 地域システム全体像
◆ 効果（環境面・経済面・社会面）
◆ ロードマップ
◆ 個別事業構想

出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会「地域で広げる木質バイオマスエネルギー」



需要ポテンシャルをおさえる
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出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会「地域で広げる木質バイオマスエネルギー」

≪チェックポイント≫
✓ 地域内の熱需要を把握し、面的な広がりが描けるか検討する。

✓ 対象として想定される施設の化石燃料の消費量から、バイオマスボイラ導入の面的なポ
テンシャル、燃料としての需要規模を概算で抑える。

施設のエネルギー消費データの入手・消費量把握方法
⚫既存のデータを活用して地域内の各施設のエネルギー消費量を把握

■公共施設：市町村保有の公共施設施設別CO2排出量データ
（温対法に基づき毎年環境省に報告）

■民間施設：都道府県保有の大気汚染防止法に基づく届出リスト
（ 「ばい煙施設（ボイラ）」の規模と、それを所有する事業者を確認可能）



サプライチェーンの検討
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≪チェックポイント≫

✓ 資源は地域経済循環も踏まえ、原則的に地域内の資源を活用。域外の資源の活用は
原料・燃料費、輸送費として地域外の富の流出につながる。

✓ 原料の量の安定調達については、関係者へのヒアリングで確認する。熱利用の場合、
発電程の規模感はないため、森林資源の資源量分析というレベルよりは事業者ベース
の積み上げや他の流通も踏まえた持続的確保の可能性が重要。

✓ 燃料化やボイラタイプとの相性を想定し、原料の種類や品質にも留意。

出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会
「燃料用木質チップの品質規格」



サプライチェーンの検討
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出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会

「地域で広げる木質バイオマスエネルギー」
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≪チェックポイント≫

✓ チップ、ペレット、薪等のバイオマス燃料は水分・形状・発熱量・灰分等の性状によってボ
イラでの取り扱いやハンドリングの条件が異なる。

✓ 特にボイラでの安定的な燃焼・熱回収を図るには水分・形状の規格遵守は絶対で、計画
段階で燃料規格について具体的に示されているかチェック。

✓ チップ等バイオマス燃料は水分により発熱量が異なり燃料としての価値が異なる。

出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会

燃料の品質管理

チップの
品質規格



燃料や需要形態を踏まえたボイラタイプの選定
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≪チェックポイント≫
✓ 活用する原料・燃料規格に適合したボイラが選定されているか。
✓ 需要形態（規模・負荷変動等）を踏まえた適正なタイプのボイラが選定されているか。

小型断続運転タイプ
（乾燥チップボイラ）

小型連続運転タイプ
（生チップボイラ）

階段式ストーカ炉

規 模 小規模（数10kW～300kW） 小規模（数100kW） 大中規模（600kW～数MW）

効 率 95％ 85％ 85％

運転方式 断続運転 連続運転 連続運転

燃料チップ
（水分）

媒体・用途 温水、家庭用・業務用 温水・蒸気、業務用 温水・蒸気・高温水、産業用・発電用

販売方法 カタログ販売 カタログ販売 受注生産

設備費 安 中 高

外 観

写真引用：左・Polytechnic社、中・トモエテクノ、右・ETA社 各社カタログ・WEBサイト

乾燥チップ
（40%W.B.以下）

樹皮・枝葉など
雑多な燃料も可
（60%W.B.以下）

生チップ
（50%W.B.以下）

薪・ペレット



ボイラ導入の事業採算性
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≪チェックポイント≫
✓ コンサル、メーカーの作ったきれいな収支計画を過信せず、自らチェック。

✓ 技術的裏付けのある設備の稼働計画やエネルギーの利用計画を前提として収支計画
が組まれているか。

✓ オペレーションに必要な費目が計上できているか。
✓ 設備の効率等はカタログ値ではなく、安全率を考慮しているか。

出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会 「地域で広げる木質バイオマスエネルギー」

図 バイオマスボイラ導入の収益構造
（出所）みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社作成

✓ 世界情勢・為替の影響で欧州製のボイラ調達価格は値上がり
✓ 石油価格の激変緩和措置が終了するとメリットが拡大



発注プロセス
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設備業者

工事業者
施主

オーナーズエンジニアリング
（設計・施工段階の支援）

設計業者

ボイラメーカー

工事契約

設計契約

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社
・コンサル

⚫ 専門的な知見を持ち事業者目線でのサポートを行うオーナーズエンジニアリングを採用。

⚫ 仕様書作成や業者選定、設計監理等でプロセスへ専門家のサポートを受けることで設計
段階でのミスを解消し、適切な設備導入や事業費の適正化、それによる設備運用の安定
化、ライフサイクルでのコストダウン、確実な効果創出を目指す。



国内でのバイオマスボイラの導入実態

52

出典： klimaaktiv, BIOMASSEHEIZUNGEN IN ÖSTERREICH

MARKTINFORMATION TEIL 5 

• 日本は補助金制度もあるが導入数は2千台程度。

• オーストリアは30万台程度で、年間1～2万台のペースで
増加。100kW未満での小型の領域が多くを占める。

• 日本は業務用施設等、ポテンシャルの高い小型の領域
での導入がいまいちとみられる。

出典：（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会資料

オーストリア：30万台・小型中心
ドイツ：90万台

出典：林野庁,令和5年度森林林業白書

日本：約1,850台



地域でバイオマス熱利用を進める上での課題

53

1. 投資効果（初期投資、メリット）

2. 再エネ設備としての認知度・位置づけ

3. メーカー・コンサル等の技術力不足

4. 需要家・地域におけるノウハウ定着不足・お任せ体質

5. 熱利用向けの燃料のサプライチェーン構築

6. 地域における戦略性

7. バイオマス熱利用・再エネ熱政策が脆弱

• 計画だけ作って実施に結びついていない

• 導入後の適切な運用がなされずトラブルが頻発したり、本来の効果が
発揮されていない（そもそもの設計に問題があるケースも）

• 経済性が確保されていない、また把握すらされていない

• 公共施設にモデル的にボイラが導入されたものの、その後が続かず地
域で単発で終わっている



国内でのバイオマス熱利用の普及に向けて
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➢ バイオマス熱利用の採算性を追求、ビジネス化

➢ バイオマスボイラの規格化、設計技術等の標準化

➢ 日本に合わせたボイラシステムの改良

➢ コーディネーター・技術者の人材育成・地域へのノウハウ定着

➢ SDGsニーズを受けた民間分野の需要喚起

➢ 地域のサスティナビリティと合わせた地域戦略として地域主導の取組
を推進

➢ 地域脱炭素・地域振興・エネルギーセキュリティの同時解決の観点から政
策支援強化



欧州ではバイオマス熱利用が地域のビジネスに
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• 林業家が協同組合を作ってチップ事業や地域熱供給事業に参画

• バイオマス熱供給はシュタットベルケの収益の柱の一つ



新たなビジネスモデル
～ESCO型の熱エネルギーサービス～
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熱需要家燃料供給事業者

燃料供給

燃料代
・燃料の製造・供給

（従来のバイオマスボイラの導入スキーム）

・チップボイラの導入（費用負担）
・燃料調達、ボイラの運転管理

熱需要家燃料供給事業者

燃料供給

燃料代
・燃料の製造・供給

（ESCO型のエネルギーサービスの事業スキーム）

・熱の購入

エネルギー会社

熱供給

エネルギー
サービス料金・ボイラの設置（需要家施設内）

・燃料調達、ボイラの運転管理
・熱エネルギーの販売

専門性を有し意欲ある民間がフルサービスで熱を販売
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湯多里ランドつしまでのESCO型事業

⚫ 地元林産業者と専門企業で共同出資して地域エネルギー会社（株式会社エネルギーエージェンシーつしま）を設立。

⚫ 対馬市の温浴施設・プールである湯多里ランドつしまにチップボイラを導入し、対馬市と契約を結び熱供給サービス
を実施。（令和4年8月1日より事業開始）

切削チッパー

切削チップ

製材工場・
森林組合等

チップ業者

湯多里ランドつしま

チップボイラ
（断続運転タイプ500kw・

乾燥チップ活用）

プール

温 泉既設灯油ボイラ
（バックアップ）

1,660MWh/年

既設灯油ボイラ
（バックアップ）

供給熱量

C・D材

製材端材等

自然乾燥

乾燥チップ
598t/年

（40％W.B.）

原料供給
897m3/年

（原木換算）

㈱エネルギー
エージェンシーつしま

指定管理者

設備導入・運用管理

熱供給・売熱チップ代

エネルギー
サービス料金

原料代

非常用発電機

系統遮断時の
自立的稼動

地元企業と
専門企業で

共同出資

対馬木材
産業（株）

対馬資源開発
協業体

(幹部が個人出資）

Reast(株)(株)バイオマス
アグリゲーション
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◼ 「湯多里ランドつしま」敷地内に建設された「チップボイラ」から、配管を通じて
給湯・暖房を行う。

設置平面図設備の概略



㈱Reast

対馬木材産業㈱

設計、メンテナンス

＜総務・経理事務担当＞＜設備管理責任者＞

対馬資源開発協業体

燃料チップの安定供給

ボイラ等の運転管理

燃料調達担当者

材
料
供
給

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

燃料チップ生産、運搬供給

設備の管理運営

設備の設計、メンテナンス

㈱バイオマスアグリゲーション

＜プロジェクトマネージャー＞

事業マネジメント
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事業の運営体制

ノウハウ、役割は段階的に内製化



施設の燃料費：現状と同等

CO排出削減：461t-CO2/年
（全量灯油からの代替と想定）

地域の脱炭素化

ＣＯ２

域際収支改善

域外資金流出抑制（化石燃料費）

：2,612万円/年
（全量灯油（127円/L税抜）からの代替と想定）

地域経済振興

域内資金循環創出：2,218万円/年

新たな税収：26万円/年

（エネルギーサービスによる）

域内資金流入創出（クレジット収入）

：115万円/年
（クレジット2.5千円/ｔ-CO2）

（全量灯油からの代替と想定）

雇用創出 所得機会向上：450万円/年

森林資源活用量：897ｍ3/年

森林環境保全

地域レジリエンス強化

地域効果（事業による地域経済効果）
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対馬での事業構築のプロセス
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地域エネルギー会社が地域での普及をけん引

62

バイオマス利用量

将来ビジョン

面的導入へ

公共

民間

地域
エネルギー会社

フルサービス

部分的サポート
自己導入

熱利用向け燃料の
地域サプライチェーン構築

参考頁：http://bioaggr.co.jp/ser/topics/1616/
「ESCO型サービスによるバイオマス熱利用のビジネス化、地域面的導入」
（株式会社バイオマスアグリゲーションWebサイト内）

⚫ スキルと牽引力のある事業体（地域エネルギー会社）が地域に育てば、例えばフ
ルサービスのESCO型事業に限らず、部分的サポートによって自己導入を行うユー
ザーを支え、地域におけるバイオマス熱利用の面的普及が促進される。



バイオマス熱ESCOと新電力の連携可能性
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◆ 事業領域拡大・収益源多角化による経営安定化
◆ 自治体連携機会の拡大

バイオマス熱
ESCO型事業

≪共通点≫
✓ ビジネスマインドある地域主導の体制による経営
✓ 脱炭素×地域振興を目指した取組

地域新電力

シナジー効果

意志は共にできるはず！

連携は双方の武器になるはず！

◆ 電力ピーク対策による熱利用の
新たな採算モデル

◆ 森林保全等の公益性のPR
◆ 冬季の電力卸価格高騰対策

バイオマス熱
ESCO型事業

地域新電力



行政の役割も新しいステージへ
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⚫ 地方公共団体が公共施設に“まず入れる”は卒業

⚫ 地域での普及を本気で見据えて地域1号機の入れ方を考
える

⚫ 地域におけるバイオマス熱利用の面的導入を視野に、バイ
オマス熱利用の“ビジネス化”を地元行政として側面支援

⚫ 環境整備のアプローチとしては

• 地域戦略としてバイオマスの面的導入計画を策定

• 協議会開設・関係者の合意形成

• 公共施設にボイラを導入・ESCO型で熱購入

• 地域に高いメリットをもたらす調達・発注

• 情報提供

• 補助金（計画・設備・流通・熱購入）

地域でモデルとなる

公共施設における導入の在り方や
行政としての支援の在り方を見直す

B市公共施設A市公共施設

これまで：
自治体が「まず入れる」

これからは：
自治体が「意欲ある民間が

活躍できる環境整備」

自治体

環境整備

面的導入

エネルギー
会社等・民間企業



補助金情報

65

バイオマス産業都市関係府省連絡会議（令和6年2月）「関係府省庁によるバイオマスの利活用に関する支援策」
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/attach/pdf/index-162.pdf

⚫ 国の各省庁では木質バイオマス熱利用のソフト支援（調査・計画策定）からハード支
援（設備補助・実証）など様々なメニューが出されている。各種サイトで要チェック。

⚫ 自治体は地方財政措置による起債の活用も可能。
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総務省 地域の脱炭素化の推進に関する地方債
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/datutansotihousai.html



地域脱炭素2.0
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出典：環境省「地域脱炭素2.0について」



時代は森林に向き合い始めている
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Wellbeing

Nature Positive SDGs
Circular Economy 

出典：㈱モリアゲWebサイト

森林・自然資本への投資が、社会の持続性ばかりでなく、

企業経営の持続性にも繋がることに企業も気づきはじめている。

でも何をやればよいのか、、、



アドバイザーの伴走支援・実際の現場で学ぼう

69

• バイオマスESCO型事業

• 小型チッパーによる燃料製造

• バイオマスを活用したエコハウス

【当社の視察ツアー】

実践家の経験からの学びが一番！

視察URL：https://bioaggr.co.jp/touring/
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